
第４次輪島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

2023（令和５）年３月改定

輪島市

＜輪島市は「SDGs 未来都市」です＞

世界農業遺産「能登の里山里海」を代表する「白米の千枚田」を、太陽光により発電し自動点
灯する LED 電球 25,000 個で装飾した、夜を彩る壮大な輝きが魅了するイルミネーションイベント
「あぜのきらめき」は、自然景観と再エネ、観光が共生する本市の代表的な再エネ活用事例
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地球温暖化のしくみ

吸収されたエネルギーは
大気へと放たれ、宇宙へ

太陽光
エネルギー

約 3 割は雲や雪
などに反射されて宇宙に

約 7 割が海や
陸地に吸収

二酸化炭素や水蒸気などの温室効果ガスにより
熱を宇宙に逃げにくくすることで
地球の平均気温を約 14℃に保つ

約 200年前の地球
産業革命の頃の

CO2 濃度は
約 220ppm でした

コラム

現在の地球
CO2 濃度は 2013 年
には約 400ppm を
超えてしまいました

産業革命以降、石炭や石油を使って多くの二酸化炭素を排出したことで、熱

が宇宙により逃げにくくなり

➡ 結果、温室効果が強くなり地球温暖化

太陽の光のエネルギーの約 3割は雲や雪などに反射されて宇宙に戻り、約 7
割が海や陸地に吸収されます。吸収されたエネルギーは大気へと放たれ、宇
宙へと逃げていきます。仮にこのエネルギーが何にも遮られず逃げていくと
したら、地球の平均気温は約-19℃となり、人が暮らしにくい環境となりま
す。
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第1章 計画策定の背景

１ 地球温暖化対策を巡る国際的な動向
2015（平成 27）年 11 月から 12月にかけて、フランス・パリにおいて、

COP21（国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議）が開催され、京都議定書

以来18年ぶりに新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となるパリ協定が

採択されました。この中において、国際条約として初めて「世界的な平均気温

上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える

努力を追求すること」や「今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の

均衡」が掲げられました。

2018（平成 30）年に公表された IPCC「1.5℃特別報告書」によると、世

界全体の平均気温の上昇を、２℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるために

は、CO2排出量を 2050（令和 32）年頃に正味ゼロとすることが必要とされ

ています。この報告書を受け、世界各国で、2050（令和 32）年までのカーボ

ンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。

また、2022（令和 4）年 4月 5日、IPCC第 6次評価報告書第 3作業部会

の報告書が発表され「現時点の各国表明の排出削減目標では、世界の平均気温

上昇は産業革命前から 1.5℃を超える可能性が高い見込みである」と警告し、

「その達成のためには、世界の温室効果ガス排出量を遅くとも 2025（令和

7）年には頭打ちにする必要がある」と指摘すると同時に、各国で気候変動対

策がとられてきていることや再生可能エネルギーのコストが急速に低下し、

化石燃料のコストを下回るようにもなっていることなどをあげ、あらゆるセ

クターの大規模な削減対策が必要だとしています。

2022（令和 4）年 11月には COP27 が開催され、気候変動対策の各分野に

おける取組み強化を求める全体決定「シャルム・エル・シェイク実施計画」、

2030（令和 12）年までの緩和の野心と実施を向上するための「緩和作業計

画」が採択されました。加えて、気候変動の悪影響により損害と被害を受けた

途上国の支援基金創設、この資金面での措置の運用化に関してCOP28 に向け

て勧告を作成するため、移行委員会の設置が決定されました。

■1988年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により設立された政府間組織。

■現在の参加国は 195か国、事務局はスイス・ジュネーブ。

■地球温暖化に関する科学的、技術的、社会経済学的な見地からの包括的な評価を、各国の政策

決定者等に提供。政治的判断は行わない。

■総会の下に、以下の部会等を設置。

第１作業部会（WG1）：科学的根拠

第２作業部会（WG2）：影響・適応・脆弱性

第３作業部会（WG3）：緩和策

インベントリ・タスクフォース（TFI）：排出量算定方法の開発・改善

Intergovernmental Panel on Climate Change
（気候変動に関する政府間パネル）

コラム
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コラム

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターWEBサイトより
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２ 地球温暖化対策を巡る国内の動向
我が国は、2020（令和 2）年 10月に地球温暖化対策は経済成長の制約では

なく、積極的に地球温暖化対策を行うことが産業構造や経済社会の変革をもた

らし大きな成長につながるという考えの下、成長戦略の柱として経済と環境の

好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力するとともに、温室効果ガ

ス排出を全体としてゼロにする、2050（令和 32）年カーボンニュートラル、

脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。

2021（令和 3）年６月に公布され 2022（令和 4）年 4月から施行された地

球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（令和３年法律第 54

号）では、2050（令和 32）年までの脱炭素社会の実現を基本理念として法律

に位置づけ、区域施策編に関する施策目標の追加や、地域脱炭素化促進事業に

関する規定が新たに追加されました。政策の方向性や継続性を明確に示すこと

で、国民、地方公共団体、事業者等に対し予見可能性を与え、取り組みやイノ

ベーションを促すことを狙い、さらに、市町村においても区域施策編を策定す

るよう努めるものとされています。

さらに、2021（令和 3）年 6月、国・地方脱炭素実現会議 において「地域

脱炭素ロードマップ」が決定されました。脱炭素化の基盤となる重点施策（屋

根置きなど自家消費型太陽光発電、公共施設など業務ビル等における徹底した

省エネと再エネ電気調達と更新や改修時の ZEB 化誘導、ゼロカーボン・ドラ

イブ等）を全国津々浦々で実施する、といったこと等が位置づけられています。

2021（令和 3）年 10月には、地球温暖化対策計画の閣議決定がなされ、５

年ぶりの改定が行われました。改定された地球温暖化対策計画では、2050（令

和 32）年カーボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進し

ていくこと、中期目標として、2030（令和 12）年度において、温室効果ガス

を 2013（平成 25）年度から 46％削減することを目指し、さらに、50％の高

みに向け、挑戦を続けていくという新たな削減目標も示され、2030（令和 12）

年度目標の裏付けとなる対策・施策を記載した目標実現への道筋を描いていま

す。

政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行す

べき措置について定める計画（政府実行計画）の改定も同月に行われました。

温室効果ガス排出削減目標を 2030（令和 12）年度までに 50％削減（2013

年度比）に見直し、その目標達成に向け、太陽光発電の導入、新築建築物の ZEB

化、電動車の導入、LED 照明の導入、再生可能エネルギー電力調達等につい

て、政府自らが率先して実行する方針が示されました。

「2050（令和 32）年までの二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す地方公共

団体、いわゆるゼロカーボンシティは、2019（令和元）年９月時点では、わ

ずか４地方公共団体でしたが、2023（令和 5）年 2月末時点においては 871

地方公共団体と加速的に増加していて、県内では、石川県をはじめ本市を含む

13 自治体が表明しています。なお、表明地方公共団体の人口を、都道府県と

市町村の重複を除外して合計すると、１億 2,455 万人を超える計算になりま

す。
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世界のエネルギー起源CO2排出量（2020年）

日本のCO2排出量の推移

日本は世界で
5番目の
CO2排出国

中国とアメリカ
の 2カ国で世界
の 45.2％を占
める

出典：IEA「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2022Edition を元に環境省作成

■2020年度の総排出量は 11億 5,000 万トン（CO2換算）

■前年度比：－5.1%、2013年度比：－18.4%

■2014年度以降 7年連続で減少。排出量を算定している 1990 年度以降最少。3年連続で最少を更新

出典：環境省「温室効果ガス排出・吸収量等の算定と報告」より
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３ 計画改定の趣旨
本市では、長い農耕の歴史に培われた伝統文化や祭礼、慣習が一体となり、

自然と調和した農林水産業と人の営みが育んできた「能登の里山里海」が世界

農業遺産に認定されており、その象徴たる国名勝「白米の千枚田」をはじめ、

伝統工芸「輪島塗」、日本三大朝市「輪島朝市」など世界に誇る類い希な地域

資源を多く有しています。

この大切な地域資源を未来に継承していくには、異常気象が世界各地で発生

する要因とされる地球温暖化問題を人類の生存基盤に関わる最も重要な環境

問題のひとつと捉え、気候変動対策の必要性を深く認識し、着実に実施してい

くことが極めて重要となっています。

本市では、市役所の事務及び事業に係る温室効果ガスの排出を抑制するため

「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「地球温暖化対策推進法」という。）」

に基づき、2000（平成 14）年 3月の「輪島市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）」策定から、以降、第 4次計画まで策定し、地球温暖化対策や環境に

配慮した取り組みを行ってきました。

こうした中、2021（令和 3）年 10月に改定された国の地球温暖化対策計画

において、2030（令和 12）年度の温室効果ガスを 2013（平成 25）年度から

46％削減することを目指し、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく

という新たな削減目標が示されました。

そして、本市は 2022（令和 4）年５月に内閣府の SDGs 未来都市に選定さ

れ、2022（令和 4）年 6月に市民の皆様や事業者の皆様とともに持続可能な

住みよいまちづくりを目指し、2050（令和 32）年までに市内全体における温

室効果ガス排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ」を表明しました。

これらの国の動向や本市の方針などを踏まえ、今回、第４次輪島市地球温暖

化対策実行計画（事務事業編）を改定（以下「本計画」という。）することと

しました。

「地球温暖化対策計画」改定（2021年 10月閣議決定）

「2050 年カーボンニュートラル」、2030年度 46％削減目標の実現へ
※2030年度目標：温室効果ガスを2013年度から46%削減、さらに、50％の高みに
向けて挑戦を続ける

＜主な対策・施策＞

▸自治体が促進区域を設定し地域に裨益(助けとなり役立つ)する再エネ拡大
ひえき

▸住宅や建築物の省エネ基準への適合義務付け拡大

▸水素・蓄電池など重点分野の研究開発及び社会実装、イノベーションを支援
▸データセンターの30%以上省エネに向けた研究開発・実証支援

▸2030年度までに100以上の「脱炭素先行地域」を創出（地域脱炭素ロードマップ）
▸優れた脱炭素技術等を活用した、途上国等での排出削減

出典：国の地球温暖化対策計画より
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２章 計画の基本的事項

１ 計画の位置付け
本計画は、事務事業に関する温室効果ガス排出量の削減及び吸収作用の保全

及び強化のための措置として、地球温暖化対策推進法第 21条第 1項に基づく

地方公共団体実行計画として策定します。また、国の定める地球温暖化対策計

画及び第２次輪島市総合計画（後期基本計画）に即して策定します。

図表１ ＜計画の体系＞

第２次輪島市総合計画
（後期基本計画）

第４次輪島市地球温暖化対策実行計画

[事務事業編]

（改定版）

地
球
温
暖
化
対
策
の

推
進
に
関
す
る
法
律

地
球
温
暖
化
対
策
計
画

温室効果ガスの排出削減に向けた

取り組みの推進
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の

合
理
化
等
に
関
す
る
法
律

策定の義務付け
（第 21条）

即して策定

報告の義務
付け
（第16条）
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２ 基本的事項

（1）計画の期間

2018（平成 30）年度に策定した第 4次計画（以下「旧計画」という。）

は、当該年度を計画推進の初年度とし、2022（令和 4）年度を中間目標年

次、2030（令和 12）年度を目標年次とする、13年間を計画期間としてい

ます。

旧計画では、2022（令和 4）年度の中間目標の達成状況を受けて、2023

（令和 5）年度に見直すこととしていますが、社会情勢や法規制等により

計画の前提が大きく変わるような変化が生じた場合は、計画の見直しを行

うこととしていて、今回はこれに基づく一部改定であるため、全体の計画

期間と目標年次については変更しないこととしました。

なお、今回の計画改定から目標年度までの中間にあたる 2026（令和 8）

年度に、必要に応じ、計画の見直しを行うものとします。

図表２ ＜計画期間のイメージ＞

（2）計画の対象範囲・施設

本計画の対象範囲は、市長部局（本庁、門前総合支所、町野支所等）、教

育委員会、上下水道局、輪島病院、輪島消防署等の市が実施する全ての事

務・事業とします。

また対象とする施設は、市が所有又は賃借する全てのものであり、公用

車や道路照明、施設内外灯のほか、外部への委託や指定管理者に管理運営

を行わせている施設を含めます。

ただし、公営住宅等の個人の生活に伴う施設は、対象外とします。

なお、これらの対象施設等は、今後見込まれる組織改編等も踏まえ、計

画の進行管理の中で必要に応じて見直すものとします。

対象施設の詳細は、参考資料を参照してください。

項 目
年 度

2013 ･･･ 2018 ･･･ 2022 ･･･ 2026 ･･･ 2030

期間中
の事項

基準

年度

計画

開始

計画

改定

計画

見直し

目標

年度

計画期間



9

図表３ ＜事務事業編と省エネ法における対象組織の整理＞

出典：環境省 地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアルより
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図表４ ＜契約・管理運営形態に応じた取り組みの推進方法の整理＞

出典：環境省 地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアルより
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（3）計画の対象とする温室効果ガスの種類

地球温暖化対策推進法第 2条第 3 項に掲げる 7種類の物質のうち、事

務事業編で算定対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法第 3条

第 1項に基づく 6種類のガスとなっています。

その内、本計画が対象とする温室効果ガスは、本市の事務事業により排

出される 4種類とします。

図表５ ＜対象とする温室効果ガス＞

注）地球温暖化対策推進法では、パーフルオロカーボン（PFC）、六フッ化硫黄

（SF6）についても規定されておりますが、排出実態の把握が困難なため対

象外とします。

※1 各温室効果ガス排出量を二酸化炭素排出量に換算する係数

※2 各活動量の温室効果ガス排出量を算定する係数（参考資料を参照）

※3 電気は、毎年公表される事業者ごとの「基礎排出係数」を使用

対象とする温室効果ガス
主な排出要因

ガスの種類
地球温暖化

係数

二酸化炭素（CO2） １

･化石燃料(ガソリン、軽油、灯油、重油、
LPG 等)の使用

･電気の使用(火力発電による)

メタン（CH4） 25

･自動車の走行
･廃棄物の焼却
･下水等の処理

一酸化二窒素（N2O） 298

･自動車の走行
･廃棄物の焼却
･下水等の処理

ハイドロフルオロカーボン類
（HFC-134a） 1,430 ･カーエアコンの使用

温室効果ガス総排出量 ＝ 各温室効果ガス排出量 × 地球温暖化係数※1 の合計

温室効果ガス排出量 ＝ 活動量（電気や燃料などの使用量）× 排出係数※2・3

単位は、㎏-CO2

単位は、
㎏-CO2、㎏-CH4、㎏-N2Oなど

単位は、
kWh、L、㎏など
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第３章 温室効果ガス排出量の状況等

１ 温室効果ガスの排出状況
本計画の基準年度である 2013（平成 25）年度における事務事業に伴う温

室効果ガス排出量（二酸化炭素換算値）は、14,205.2ｔ-CO2/年です。

（1）基準年度における温室効果ガスの種類別排出量

本計画で算定対象とした4種類の温室効果ガス別の総排出量に対して占め

る割合を図表 6に示します。

二酸化炭素（CO2）が全体の 98.39％と大半を占めています。

図表６ ＜基準年度の温室効果ガスの種類別排出量＞

温室効果ガスの種類

2013 年度
（平成 25年度）

CO2排出量
（t-CO2）

割合
（％）

二酸化炭素（CO2） 13,976.8 98.39

メタン（CH4） 48.1 0.34

一酸化二窒素（N2O） 178.5 1.26

ハイドロフルオロカーボン（HFC） 1.8 0.01

合 計 14,205.2 100
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（2）第 4次計画の目標達成状況

旧計画において、2022（令和 4）年度を中間目標とし、温室効果ガスの

総排出量を基準年度比 21％の削減に取り組んできました。

基準年度と 2021（令和 3）年度の実績値、そして中間目標年度の目標値

として、それぞれの温室効果ガス総排出量を図表 7に示します。

2021（令和 3）年度は、基準年度比 24.3％の削減を達成しました。

また、図表 8に示す事務事業に伴い排出された温室効果ガス総排出量の推

移をみても、中間目標年度において削減目標の達成が見込まれます。

図表７ ＜第4次計画における温室効果ガス排出量削減計画と実績＞

図表８ ＜目標達成状況と総排出量の推移＞

2013 年度

（平成 25年度）

2021 年度

（令和 3年度）

2022 年度

（令和 4年度）

「基準年度」 「実 績」 「中間目標年度」

CO2総排出量
14,205.2t-CO2 10,746.9t-CO2

（目標値）

11,222.1t-CO2

削減率

（基準年度比） ー 24.3％削減

（目標値）

21％削減
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△21.2%
△15.3%△11.9%

△24.3%

基準年度
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（3）温室効果ガスの種類別排出量の比較

基準年度と 2021（令和 3）年度における温室効果ガスの種類別排出量を

図表 9により比較すると、排出割合に大きな変化はなく、いずれの年度に

おいても二酸化炭素が全体の約 98％と大半を占めています。

図表９ ＜温室効果ガスの種類別排出量＞

＜日本の温室効果ガスの種類別排出量＞

温室効果ガスの種類

2013 年度

(平成 25年度)
2021 年度

（令和 3年度）

CO2排出量

（t-CO2）

割合

（％）

CO2排出量

（t-CO2）

割合

（％）

二酸化炭素（CO2） 13,976.8 98.39 10,543.7 98.11

メタン（CH4） 48.1 0.34 43.9 0.41

一酸化二窒素（N2O） 178.5 1.26 157.4 1.46

ハイドロフルオロ

カーボン類（HFC）
1.8 0.01 1.9 0.02

合 計 14,205.2 100 10,746.9 100

出典：環境省「温室効果ガス排出・吸収量等の算定と報告」より
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（4）温室効果ガスの排出要因別排出量の比較

基準年度と 2021（令和 3）年度における温室効果ガスの排出要因別排出

量を図表 10により示します。

基準年度に対し、2021（令和 3）年度の施設運営に伴うエネルギーの使用

によるCO2排出量の減少が、総排出量 24.3％削減の大きな要因であること

が分かります。

図表10 ＜温室効果ガスの排出要因別排出量＞

排 出 要 因
CO2排出量（t-CO2） 増減

割合
(%)

2013 年度
(平成 25 年度)

2021 年度
(令和 3 年度)

エネルギー起源 CO2

施設運営に伴う

エネルギー使用

電気

使用 10,741.9 8,007.8 △25.5

燃料
使用 2,946.0 2,259.4 △23.3

公用車利用に伴う燃料

使用(ガソリン・軽油等) 281.8 270.6 △4.0

非エネルギー起源 CO2、
CH4、N2O

一般廃棄物の焼却、

下水・し尿の処理、

自動車の走行

233.7 207.2 △11.3

HFC 等フロン類 自動車の走行 1.8 1.9 5.6

合 計 14,205.2 10,746.9 △24.3
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（5）施設運営に伴うエネルギー使用量と温室効果ガス排出量の比較

基準年度と 2021（令和 3）年度における施設の運営に伴うエネルギー使

用量とその使用量を二酸化炭素に換算した排出量を図表 11に示します。

基準年度に対し、2021（令和 3）年度の各種エネルギー使用量について、

Ａ重油や LPGの減少割合が高くなっています。

これらは、輪島市役所本庁舎新設及び改修や門前中学校の空調設備改修

等に伴い、Ａ重油や LPGから電気にエネルギー転換したことなどが主な要

因となっています。

図表11 ＜施設運営に伴うエネルギー使用量と温室効果ガス排出量＞

エネルギー区分 単位
2013 年度

（平成 25 年度）

2021 年度

（令和 3年度）

増減割合

（％）

電気 MWh 17,050.6 16,683.0 △2.2

灯油 kL 965.6 800.2 △17.1

A重油 kL 127.4 58.1 △54.4

ガソリン kL 3.3 2.2 △33.3

軽油 kL 0.3 0.2 △33.3

LPG ｔ 65.4 36.7 △43.9

CO2排出量 t-CO2 13,687.9 10,267.2 △25.0
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（6）温室効果ガスの施設区分別排出量の比較

基準年度と 2021（令和 3）年度における施設区分別の温室効果ガスの排

出割合を図表 12で比較します。

いずれの年度においても病院施設が最も多く、次いで上下水道施設と続い

ていて、ほとんどの施設において温室効果ガス排出量は減少しています。

なお、その他施設において、温室効果ガス排出量が 8.8%増加しているの

は、新たに輪島塗会館が 2015（平成 27）年から運営されたことが主な要因

となっています。

図表12 ＜温室効果ガスの施設区分別排出量＞

施設区分

2013 年度

（平成 25年度）

2021 年度

（令和 3年度）
増減

割合

(%)
CO2排出量

(t-CO2)

割合

（％）

CO2排出量

(t-CO2)

割合

（％）

庁舎等 767.1 5.4 517.5 4.8 △32.5

集会施設 249.0 1.8 176.6 1.6 △29.1

観光施設 1,034.5 7.3 895.6 8.3 △13.4

スポーツ施設 485.0 3.4 370.8 3.5 △23.5

保育園 170.8 1.2 116.7 1.1 △31.7

消防施設 223.4 1.6 135.8 1.3 △39.2

上下水道施設 2,661.1 18.7 1,877.8 17.5 △29.4

小中学校 1,442.9 10.2 954.9 8.9 △33.8

病院施設 3,234.0 22.8 2,684.1 25.0 △17.0

文化・図書館施設 793.2 5.6 535.2 5.0 △32.5

公園施設 841.7 5.9 670.4 6.2 △20.4

児童・福祉施設 104.2 0.7 96.7 0.9 △7.2

環境衛生施設等 1,632.9 11.5 1,099.7 10.2 △32.7

その他施設 565.4 3.9 615.1 5.7 8.8
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第４章 温室効果ガスの排出量の削減目標

１ 目標設定の考え方
2021（令和 3）年 10 月に改定された国の地球温暖化対策計画において、

2030（令和 12）年度の温室効果ガス排出量削減に向けた中期目標として、

2013（平成 25）年度比 26％から 46％の水準に改定がなされ、さらに 50％

の高みに向けて挑戦を続けていく旨が公表されています。

これを踏まえ、本計画の策定にあたっては、旧計画における目標年度 2030

（令和 12）年度の温室効果ガス排出量削減目標である基準年度比 40%につい

て、国が新たに設定した温室効果ガス削減量の目標と整合をとる削減目標とし

ます。

＜国の地球温暖化対策計画における温室効果ガス排出削減量の目標＞

出典：国の地球温暖化対策計画より
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２ 温室効果ガスの削減目標
本市の事務事業により排出される温室効果ガス総排出量は、エネルギー起源

の二酸化炭素の排出量が全体のほとんどを占めています。

我が国おいても 15 ページの「日本の温室効果ガスの種類別排出量」で示さ

れるように温室効果ガス排出量の約 9割がエネルギー起源の二酸化炭素とな

っています。

これらを踏まえると本市の温室効果ガス排出量の削減目標は、エネルギー起

源の二酸化炭素排出量の削減に重点をおく必要があり、この取り組みが国の地

球温暖化対策計画における削減目標の実現に貢献することとなります。

よって、本市の削減目標は、国の地球温暖化対策計画による部門ごとの削減

目標を適用するものとし、温室効果ガス排出量を全体として旧計画の基準年度

比 40%から 50％に削減する目標に改定するものとします。

なおHFC については、本市の温室効果ガスの総排出量に占める割合がごく

僅かであるため、削減の目標は 0%とします。

図表13 ＜温室効果ガスの削減目標＞

温室効果ガス区分

2013 年度
(平成 25 年度) 削減

目標
(％)

2030 年度
(令和 12 年度)

排出量
(t-CO2)

割合
(%)

排出量
(t-CO2)

エ
ネ
ル
ギ
ー

施設運営に伴う
エネルギー使用 13,687.9 96.36 △51 6,707.1

公用車の利用に
伴う燃料使用 281.8 1.98 △35 183.2

起
源

CO2

非エネルギー起源 CO2、
CH4、N2O 233.7 1.65 △14 201.0

HFC 等フロン類 1.8 0.01 0 1.8

合 計 14,205.2 100 △50 7,093.1
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第５章 目標達成に向けた取り組み

１ 取り組みの基本方針
本計画の目標達成に向けては、これまでの取り組みを継続して実施すると

ともに、これまで取り組みが十分でなかった対策についても、全庁で横断的に

取り組みます。

そして、第 3章 温室効果ガス排出量の状況等で示したように、電気の使用

に起因する温室効果ガス排出量の削減が目標達成には不可欠です。

これを踏まえ、電気の使用を中心とした省エネへの取り組みを徹底し、LED

化など省エネルギー設備への更新や再生可能エネルギー設備の導入などを積

極的に推進します。

図表14 ＜削減ロードマップ＞

50%削減24.3%削減達成

（2）施設・設備などの省エネルギー化

（1）職員による実践行動・施設管理

（3）吸収源としての
森林整備の推進

プラス
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（1）職員による実践行動・施設管理

（2）施設・設備などの省エネルギー化

（3）吸収源としての森林整備の推進

①省エネルギー行動の推進（別表 1～5）

日々の業務における職員の意識・行動は、非常に重要な要素

であることから、お昼休み消灯やエコドライブなど、職員一人

一人の環境配慮行動を推進します。

②エネルギー管理の徹底（別表6～11）

施設を一事業所としてとらえ、各施設におけるエネルギー使

用量を把握し、そのデータの分析と問題点の抽出、次の取り組

みへの反映を行い、環境に配慮した施設管理に取り組みます。

①省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの導入（別表12）

新たに建設される施設や改修等を行う公共施設に対し、経済

的視点とその効果を検討したうえで、高効率の照明や空調など

の省エネルギー設備や太陽光発電システムなどの再生可能エ

ネルギー設備の導入、または再生可能エネルギー由来電力の導

入を推進します。

①市が管理する森林の整備推進（別表13）

森林が有する二酸化炭素吸収機能を高めるためには、伐採、

植林等による適正な維持管理が不可欠です。市全域の森林計画

による森林面積は、市総土地面積の約 76％に及ぶ 32,548ha

を有しています。

この地域特性を活かし、広葉樹植栽や森林の主伐・間伐など

適時、適切な管理や保全、整備を進め、森林の二酸化炭素吸収

機能の向上を図ります。
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2 具体的な取り組み内容

（1）職員による実践行動・施設管理

別表1 ＜電気の使用にあたり心がける行動＞

取り組み区分 取り組み内容
照明機器の消灯徹底 昼休み時間帯などの休憩時間（1 日 1 時間）に消灯を実

施する。
未使用部屋の消灯を徹底する（教室も含む）。
トイレ、廊下、階段などで自然光のある場所では、できる限り
消灯に努める（間引き消灯に努める）。
昼休み、時間外勤務及び休日出勤等の照明は、必要最小
限とし、閉庁・閉館時以降の通路など共用部の消灯を徹底す
る。

事務機器の節電徹底 パソコンなどの OA 機器の昼休み時間帯など未使用時間帯
（1 日 1 時間）の節電を実施する
退席時における OA 機器の節電・待機モードへの切り替えを徹
底する。
各課の最終退庁者は、共有 OA 機器の主電源を OFF にす
る。

空調機器の省エネ使
用

空調設備の設定温度を控えめにする。
→冷房設定温度を 1℃上げる、暖房設定温度 1℃下げる、
を実行する。
空調設備温度を冷房設定温度 28℃程度、暖房設定温度
19℃程度に設定する（目標値）。
室内温度を確認し、空調設備の使用を控える。
ブラインド、カーテンの利用・工夫・調節に心がける。
空調機器の稼働中は、窓・出入口の開放は行わない。

その他電気製品の使
用の無駄をなくす

電気製品の不必要な使用は行わない（電気ポットの水の入
れすぎ、扇風機など必要のない時の電気製品の使用など）。
コピー機の設定を確認のうえ、ミスコピーの削減に努める。
セラミックファンヒーターや電気ストーブなど個別器具の使用を控
える。

エレベーターの使用抑
制

荷物搬送等、若しくは特段の事情がある場合を除いて、エレベ
ーターの使用はひかえ、階段の利用を徹底する。

服装、ノー残業デー クールビズ、ウォームビズを敢行し、季節に応じた服装に努める
(夏季：半袖、ポロシャツ、ノーネクタイ、冬季：ベスト、セータ
ー)
週 1 回ノー残業デーを実施する

① 省エネルギー行動の推進
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別表2 ＜公用車の使用にあたり心がける行動＞

取り組み区分 取り組み内容
公用車の使用 不必要なアイドリングは行わないように努める。

車から離れるときは、エンジンを停止する。
急発進、急加速や空ぶかしを行わず、エコドライブを推進する。
公共交通機関が利用可能な距離、時間帯を検討し、公用
車の計画的な使用に努める。
出県時等には、できるだけ公共交通機関の利用に努める。
WEB 会議を積極的に活用し、公用車の使用回数を削減す
る。

自転車の利用徹底 近距離への訪問には、自転車の使用に努める。

コラム

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター「COOL CHOICE ガイドブック」より
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別表３ ＜水の使用にあたり心がける行動＞

取り組み区分 取り組み内容
水の使用 節水に対する意識向上に努め、日常的な節水を心がける。

食器の手洗いなどの際には、水の流しっぱなしをしない。
トイレの使用水量は、適切な流量にセットする。

別表４ ＜紙類の使用にあたり心がける行動＞

取り組み区分 取り組み内容
資料の簡素化 会議資料の簡素化、縮小化に努める。

資料の個人保存をなくし、共通文書ファイルの活用を図る。
軽易な文書のファックスは、送信票を省略する。

コピー用紙の有効利用 両面印刷を徹底する。
内部資料にはミスコピー紙の裏面利用を徹底する。

プリンター・コピー用紙の
使用削減

コピー機の機能設定を確認のうえミスコピーの削減に努める。
メールの有効利用によりコピー用紙の使用削減に努める
プリンターへの出力の際には、画面で一度ミスがないかのチェック
に努める。
プロジェクターなど OA 機器等を利用して会議資料等の削減に
努める。

デジタル化の推進 「輪島市 DX 推進計画」に即して、市民サービスの向上と行政
事務の効率化を図り、ペーパーレス化を推進する。

別表５ ＜リサイクル・廃棄にあたり心がける行動＞

取り組み区分 取り組み内容
3R（リデュース、リユー
ス、リサイクル）＋
Renewable とリフュー
ズの推進

職員が使用する名刺は、再生紙又は不要紙を使用したもの
で作成するよう努める。
シュレッダーくずの再利用に努める。
コピー機、プリンターのトナーカートリッジの回収を徹底する。
容器、包装材の再利用に努める。
マイ箸を持参し使用する。
使用済み封筒の再利用を徹底する。
過剰な包装やレジ袋など、ごみとなるものの提供を断る。
再生可能な資源に変える取り組みを推進する。
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コラム

出典：一般社団法人 家電製品協会「スマートライフおすすめBOOK」より
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別表６ ＜電気の使用に関する行動＞

取り組み区分 取り組み内容
電気使用機器の買い
換え・削減

パソコンなどの OA 機器の買い換えには省エネタイプを購入す
る。
コピー機の削減を検討する。
コピー機の買い換えには、省エネタイプを購入する。
自動販売機の省エネ型への変更、通電時間の見直しを図る。

電 気 使 用 機 器 の 運
転、管理の徹底

電気製品の使用管理を徹底する。
空調設備の設定温度を控えめにする。
→冷房設定温度を 1℃上げる、暖房設定温度 1℃下げる、
を実行する。
空調設備温度を冷房設定温度 28℃程度、暖房設定温度
19℃程度に設定する
気象条件に応じた空調設備の適正運転を徹底する。
照明スイッチの場所に意識啓発ステッカーを表示する。「未使
用時は電気スイッチ OFF」等、職員、児童、施設利用者など
への意識啓発に務める。
冷蔵庫は、季節に合わせて庫内温度をこまめに設定する。
テレビ、電子レンジなど使用しないときは主電源を切る、プラグ
を抜くなど待機電力の抑制を励行する。

電 気 使 用 機 器 の 点
検・見直し

照明器具の定期的な清掃を実施する。
屋外照明の照射方向、時間帯などを点検し、適正化を図る。
空調機器の吹き出し口の開放状態を定期的に点検する。
必要に応じて蛍光灯本数を削減する。

別表７ ＜公用車の使用に関する行動＞

取り組み区分 取り組み内容
次世代自動車の導入 公用車については、代替可能な環境配慮型自動車がない場

合等を除き、既存車両を含め 2030 年度までに全て環境配
慮型自動車とすることを目指す。
公用車の定期的な点検、整備の実施を徹底する。

② エネルギー管理の徹底
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出典：経産省・国交省・電動車活用社会推進協議会「災害時における電動車の活用促進マニュアル」より

電動車の種類・特徴
コラム

電動車の外部給電機能について
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別表８ ＜水の使用に関する行動＞

取り組み区分 取り組み内容
節水器具の購入及び
設備管理

必要に応じ、蛇口に節水コマを取り付けしたり、水道水圧を低
くする。
水の流しっぱなしを防ぐため、自動水栓を導入する。
水漏れ点検を定期的に実施する。
トイレ洗浄水や手洗い場、給湯室、炊事場などの蛇口の流水
量を必要最低限に調整する。

コラム

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターWEBサイトより
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別表９ ＜紙類の使用に関する行動＞

取り組み区分 取り組み内容
用紙削減のためのシス
テムの利用促進

庁内 LAN などの情報ネットワークを積極的に活用する。
会議の開催連絡、回覧事項などは電子メール、デスクネッツの
インフォメーション等を活用する。

紙類の購入 コピー用紙は、古紙配合率 100%等のグリーン購入法適合
商品を購入する。
トイレットペーパーは、古紙配合率 100%のものを使用する。
用紙類や印刷物については、リサイクルしにくいプラスチックコー
ティングなど特殊コーティングされていないものを購入するように
努める。
記念品などに対する包装の簡略化に努める。
会議などで配布する封筒は、希望者のみの配布に努める。

外注印刷物 印刷物には、「古紙配合率」を明記する。
伝票、届出様式などの印刷物は、年間使用量を的確に把握
し、適切な管理・購入を行う（在庫管理の徹底）

デジタル化の推進 「輪島市 DX 推進計画」に即して、市民サービスの向上と行政
事務の効率化を図る取組を推進する。

別表10 ＜グリーン購入に関する行動＞

取り組み区分 取り組み内容
グリーン購入の推進 グリーン商品（エコマーク、グリーンマーク等の環境負荷の少な

いもの）の購入を推進する。
詰め替えなどが可能で継続して使用できる商品の購入、使用
に務める。
廃棄段階で環境負荷の少ない、またはリサイクル可能な商品
の購入に努める。
再生資源を利用している商品の積極的な購入に努める。
購入する製品については、仕様を事前に確認する。
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コラム

出典：環境省「グリーン購入法」パンフより
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別表11 ＜リサイクル・廃棄に関する行動＞

取り組み区分 取り組み内容
ごみの減量化・再資源
化及び適切な廃棄の
推進

再生資源ごみの分別・排出方法を徹底する。
ごみの排出抑制等を図るため、個人用ごみ箱を撤去し、グル
ープ単位でのごみ箱の使用に転換する。
事務用品、電気製品の損傷や故障は、修繕使用に努め、製
品使用の長期化を図る。
冷凍庫、冷蔵庫等電気製品の購入時には、非フロン系製品
を導入する。
廃棄する公用車や冷蔵庫の特定フロン、代替フロン（HFC、
PFC）は適切に処理する。

コラム

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターWEBサイトより
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（2）施設・設備などの省エネルギー化

※1 「コージェネレーション」とは、天然ガス、石油、LP ガス等を燃料として、エンジン、タービン、燃料電
池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシステムのこと。

※2 「再生可能エネルギー由来電力」とは、太陽光・風力・水力などの再生可能エネルギーにより発
電された、二酸化炭素の排出量がゼロの電力。活用手法としては、電力契約を小売電力事業
者が提供する再エネ電力メニューに切り替える手法と電力と別に再エネ由来の環境価値だけを証
書として購入する手法がある。

別表12 ＜省エネと再エネ活用の推進＞

取り組み区分 取り組み内容
省エネルギー化の推進 建築物を新築する際には、低コスト化のための技術開発等の

動向を踏まえつつ、2030 年度までに新築建築物の平均で
ZEB Ready 相当となることを目指す。
既存設備を含めた施設全体の LED 照明の導入割合を
2030 年度までに 100%とすることを目指す。
コージェネレーションシステム※1 等のエネルギーの合理化が図ら
れる設備の導入を推進する。
設備更新の際には、省エネルギー設備機器や高効率機器
（ヒートポンプ式空調や給湯設備）の導入を推進する。
断熱フィルム、複層ガラス、樹脂サッシ等の導入を推進する。
建築物を改修する際には、省エネルギー改修を行い、建築物
の省エネルギー化を図る。
照明や事務機器等の配置や台数の適正化を図る。

再生可能エネルギー活
用の推進

2030 年度には設置可能な施設の 50％以上に太陽光発電
設備を設置することを目指す。その際、必要に応じ PPA モデル
の活用も検討する。
2030 年度までに施設全体で調達する電力の 60％以上を再
生可能エネルギー由来電力※2 とすることを目指す。
太陽光発電の更なる有効利用及び災害時のレジリエンス強
化のため、蓄電池や燃料電池の導入を推進する。
再生可能エネルギー熱（地中熱・バイオマス熱・太陽熱等）
を使用する冷暖房設備や給湯設備等の導入を推進する。
「輪島市新エネルギー計画」を参考にするとともに、再生可能エ
ネルギーの関連知識や最新技術の知見・情報などを収集し、
その効果や採算性などを踏まえ、計画的な導入を図る。

① 省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの導入
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ZEB「ゼブ」(Net Zero Energy Building:ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)
とは、快適な室内空間を実現しながら建物で消費する年間の一次エネル
ギー収支をゼロにすることを目指す建物をいい、以下の４つの区分がある。

コラム

ZEB「ゼブ」の実現方法（イメージ）

出典：環境省WEBサイトより



34

出典：環境省「自家消費型太陽光発電設備の導入に関するオンラインセミナー（参考資料）」より

コラム
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出典：環境省WEBサイトより

コラム

（FIT）
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（3）吸収源としての森林整備の推進

別表13 ＜森林吸収源の保全＞

取り組み区分 取り組み内容
森林整備・保全等 市有林の間伐や植林を行い、適切な森林管理に努める。

市有林の広葉樹植栽を推進する。
森林経営管理制度による私有林人工林の間伐など適切な
森林管理を推進する。
市民・事業者に森林保全への意識向上のための啓蒙活動を
推進する。
未利用木材等のエネルギー材としての活用を推進する。
輪島産木材を利用した市内住宅等の建築を促進し、輪島産
木材の流通拡大を図る。
集落周辺などの放置竹林を除去し、健全な広葉樹林へ転換
する取り組みを推進する。

コラム

出典：農林水産省WEBサイトより

① 市が管理する森林の整備推進
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第6章 進捗管理体制と進捗状況の公表

目標を達成するためには、計画を確実に実施・運用する必要があります。そ

のため、計画の推進・点検体制を整備するとともに、職員に対する研修等を実

施し、本市職員が一丸となって計画を実施・運用していきます。

１ 推進体制
以下に示すような推進・点検体制を構築し、計画に掲げた行動の取り組み

状況や温室効果ガス排出量を的確に把握し、評価することによって継続的に

改善していきます。

（1）地球温暖化対策推進会議
推進員は本市職員で構成するものとし、座長として市民生活部環境対策

課長を充てます。なお、地球温暖化対策推進員会議では事務局からの報告

に基づき、点検・評価を行うとともに計画の見直しを行います。

（2）事務局
事務局は市民生活部環境対策課に設置します。なお、事務局(環境対策

課)は、各課(各施設)のエネルギー使用量等の報告に基づき温室効果ガス

排出量を毎年度算出します。また、計画に掲げた行動の取り組み状況につ

いても把握し、とりまとめを行っていきます。

（3）各課所属全職員
市各課（各施設）職員は、推進員の指示のもとで計画に掲げた行動を積

極的に実施します。

（4）公表
事務局は市長の承認を得て、温室効果ガス排出量、目標の達成状況など

計画の実施状況をホームページ等で公表していきます。

市 長

（1）
地球温暖化対策推進員会議
・計画の策定（Plan）
・計画の点検、評価（Check）
・計画の見直し（Action）

各課推進員

（3）
各課所属全職員
・計画の実施（Do）

（2）
事務局

・温室効果ガス排出量算出
・取り組み状況の把握
・年度ごとにとりまとめ

報告

報告指示

周知徹底
・推進

エネルギー
使用量等
の報告

意見
・提案

市

民
ਁ
਀

（4）
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２ 点検・評価・見直しの手法
計画の実施状況の点検・評価・見直しの方法は以下に示すとおりであり、

毎年度、本市から排出される温室効果ガス量を把握するとともに、計画に掲

げた行動の取り組み状況や目標の達成状況等を確認していきます。

温室効果ガス排出量の把握
各課の担当者は月毎に燃料、電気等の使用量を把握し、

６ヶ月毎に事務局へ報告します。事務局はその報告に基づい

て温室効果ガス排出量を算出し把握するととともに、必要により関
係課及び各課に対策の検討を依頼する。

計画に掲げた行動の取り組み状況の把握
計画に掲げた行動に対する実施状況は、定期的にアンケー

トを行うことにより把握します。

３ 職員に対する研修等
目標を達成できるか否かは本市職員の一人ひとりの意識が重要となりま

す。そのため、職員に対する研修の実施、環境情報の提供によって、職員の

意識の高揚を図り、計画の円滑な推進を目指します。

第4次輪島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

令和5年 3月改定

輪島市市民生活部環境対策課

〒928-8525 石川県輪島市二ツ屋町２字29番地

TEL：0768-23-1853

FAX：0768-23-1153

Email：kankyou@city.wajima.lg.jp
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輪島市地球温暖化対策推進員設置要領

（設置目的）

第１条 本市の実施する事務・事業における「温室効果ガスの排出量の削減」

と「温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化」に取り組むため「輪島

市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の策定及び計画推進に関

する調査・検討などを行うことを目的として「輪島市地球温暖化対策

推進員」を設置する。

（所掌事務）

第２条 推進員の所掌事務は次のとおりとする。

（１）推進員の属する部署が所管する市有施設の事務・事業における活動項

目及び活動量の現況把握、及びその方法の検討

（２）温室効果ガス排出量の削減に向けての各部署の取組み項目の検討及

び推進

（３）温室効果ガス排出量の削減に向けての各部署の目標の検討及び推進

（４）活動期間における各部署所管の事務・事業により発生する温室効果ガ

ス排出量の算定に必要とされる電気・燃料等の使用実績等の報告

（５）その他、温室効果ガス排出量の削減に関すること

（推進員構成等）

第３条 推進員は、各所属課などから各１名選出した者により組織するものと

する。

２ 推進員に座長を置き、市民生活部環境対策課長をこれに充てる。

３ 座長に事故あるときは、座長があらかじめ指名した者がその職務を代

理する。

（事務局）

第４条 推進員の事務局は、市民生活部環境対策課に置く。

（補 則）

第５条 この要領に定めるもののほか、推進員の運営に関し必要な事項は座長

が別に定める。

附 則

この要領は、平成 13年９月４日から施行する。

附 則

この要領は、令和５年４月１日から施行する。

《参考資料》
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